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大飯原発差止京都訴訟に
おける地球物理学的問題
ー西日本の津波問題と共役断層についてー

大飯原発差止京都訴訟 原告団長
京都大学名誉教授 竹本修三

2018年01月20日

はじめに
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2. 西日本の共役断層について
3. 西日本の津波 - とくに万寿津波について -

はじめに：

大飯原発（１～4 号機）の運転差止

私たちは、すべての原発の危険性を警告してその運転
を差し止めるため、国や関西電力が隠している情報を訴
訟の場で公開させ、責任を追及するため、2012年11月29
日に1107名の原告で大飯原発（1～4 号機）の運転差止
訴訟を起こしました。2017年2月13日に第五次の追加提
訴を行い、原告総数は3270名となっています。

大飯原発１・２号機、廃炉決定！
（2017年12月22日）

関電は使用済み核燃料の処分方式も決
まっていないのに原発を再稼働するか？

NUDOにより

提示された地層
処分地の候補

関電は若狭湾で出る
高レベル放射性廃棄物
を 地元福井や近傍の
京都・滋賀には置かず
に、青森県のむつ市に
持っていこうとしている。
先方が受け入れてくれ
るかは疑問。

地層処分の問題
日本で高レベル放射性廃棄物の地層処分の問題を研究してき

たところに幌別深地層研究センター（北海道幌別市）と東濃地科
学センター（岐阜県瑞浪市）がある。どちらもまもなく閉鎖される
予定であるが、2015年2月に東濃地科学センターを見学する機会

があった。そのときに、 深さ300mまでエレベータで降りたが、

常時ポンプを使って
排水していないと、た
ちまち水没してしまう
そうだ。日本で300m
の深さで高レベル放
射性廃棄物を安定に
保管できる場所は、ど
こかにあるであろうか
と疑問に思った。



2019/1/15

2

1. わが国の地震予知研究の現状
• 1962：地震予知のブループ

リント（坪井・和達・萩原）。

• 1965：地震予知計画が発

足。そのなかで地震の直前
予知の本命と目されていた
のが傾斜計や伸縮計を用
いた地殻変動連続観測で
ある。（1943年鳥取地震
M=7.2の際の異常傾斜変

化を京都大学が生野鉱山
で観測したことが契機。）

地震予知計画発足前の
地震直前の異常地殻変動

昭和18(1943)年9月：
鳥取地震(M=7.2）

震央から60km離れた
生野鉱山で異常傾斜
変化が観測された。

ブループリントのまとめ (32ページ）

地震予知がいつ実用化するか、すなわち、
いつ業務として地震警報が出せるようになる
か、については現在では答えられない。しか
し、本計画のすべてがきょうスタートすれば、
10年後にはこの間に充分な信頼性もって答
えることができるであろう。

1965年に発足したわが国の地震予知５か年
計画（第1次のみ4年で終了）は第2次、第3次

と進むにつれて、次第に研究の進捗面と予
算要求の書類上の乖離が大きくなった。

地震のマグニチュード（M）と
地殻変動観測点までの距離（ｒ）

檀原の式（1979）:

地震のMとその

地震に関係した
地殻変動領域の
平均半径（ｒ）

1965年の地震予知計画発足後の大地震のMとその地震
の震央に最も近い地殻変動観測所までの距離（ｒ）

竹本の式（1987）:

わが国の地震予知計画は兵庫県南部地震で破綻

（1995年1/17～
1/18の余震をプ
ロット） （気象庁
データによる）

本震(M=7.3):
1995 (平成7)年
1月17日05:46

（日本時間）

兵庫県南部地震の本震と24時間以内の余震分布

▲：六甲高雄観測室
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M7.3の震源領域のほぼ真上で観測していたが、地震発生前
に異常ひずみ変化は、まったく見られなかった。

兵庫県南部地震前10年間の微小地震活動

（京大・
防災研究所）

微小地震の活動
変化を追いかけても、地震予知にはつながらない。

兵庫県南部地震までに認識されて
いた近畿およびその周辺の活断層

藤田和夫編著
アジアの変動帯
（1984）より引用

活断層にばかり注目していても、
地震予知はむずかしい。

近畿地方では山崎
断層や三峠断層が
注目されていた。
六甲断層系と淡路
島の断層系がいっ
しょに動いてM7.3 
の地震が起こると
は予測されていな
かった。地震後に、
兵庫県南部地震の
震源断層と山崎断
層は共役断層との
見方もある (藤田1995)。

地表地震断層の調査で震源
断層の長さがわかるか？

兵庫県南部地震の場合、地表に地震断層が現れた
のは、淡路島北部の野島断層だけであった。

地震調査研究推進本部※の見解

1997年に主要98
断層帯を設定。

2017年現在で
113断層帯に
注目。

※1995年1月17日に

発生した阪神・淡路
大震災を契機として
発足した地震に関
する調査研究を一
元的に推進するた
め設置された政府
の特別の機関。
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1995年以来のM≧７の内陸地震

活断層が知られてい
ない場所でも、M7級
の地震は起こる。
鳥取県西部地震(M7.3)

2000年10月6日13時30分

福岡県西方沖地震
2005年3月20日の福岡県西方沖地震（M7.0）は、近くの陸

域には警固（けご）断層という活断層が認められれていた
が、地震はその北西延長上の玄界灘の地震空白域で発生
した。この地震の余震域と警固断層が直線上にほぼ連続し
ていることから、2005年の地震後は、一連の活断層帯であ
ると考え、これらをまとめて警固断層帯として扱っている。

第163回地震予知連絡会
資料(平成17年4月7日)

若狭湾の活断層が連動し
て動く可能性は十分考え
られるし、既知の活断層の
延長上を含めていっしょに
割れる可能性も考えてお
かなければならない。

中央防災会議の報告書

「現時点においては、地震の発生時期
や場所・規模を確度高く予測する科学
的に確立した手法はなく、大規模地震
対策特別措置法に基づく警戒宣言後
に実施される現行の地震防災応急対
策が前提としている確度の高い地震
の予測はできないのが実情である。」

（15ページ）

（ 2017年9月26日）

M7クラスの地震予知は不可能！
• 1995年1月の兵庫県南部地震（M7.3）のあと、2016

年4月の熊本地震（M7.3）の直前までの約20年間に
、M7以上の内陸の地殻内断層地震は、2000年に
鳥取県西部地震（M 7.3）、2005年に福岡県西方沖
地震 （M 7.0）、2008年に岩手・宮城内陸地震（M7.2
）、2011年福島県浜通り地震（M 7.0）と、5～3年間
隔で広範囲な地域でバラバラと起こった。

• これらの地震の前兆的歪み変化は観測されなかっ
た。2000年鳥取県西部地震と2005年福岡県西方沖
地震は活断層の知られていないところで起こった。

• 全国の原発が危ない。いつM7級の地震に襲われ
るかわからない。活断層だけに注目しても、ダメ。

2011東北地方太平洋沖地震
震源モデル（国土地理院・海上保安庁）

水平動

上下変動
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東京と京都の10年間の変動

熊本と長陽の10年間の変動

熊本でも10年間の変動の最大のイベントは2011年3月11日の
東北地方太平洋地震（Mw9.0）であった。

熊本 長陽

熊本地震の前兆は？

熊本地震の前兆を示す異常地殻変動等は
事前にまったく報告されなかった。
（専門家の島崎邦彦、本蔵義守、纐纈一起、平原和朗、
島村英紀の各氏に確認済み。）（2016年4月30日）

これは、1995年1月17日の兵庫県南部地震
（M7.3)と同様である。

◎M7クラスの地殻内断層地震の予知は無理！

『竹本修三：日本の原発と地震・津波・火山（2016）』44～
55ページを参照。

熊本地震直前の九州地域要注意断層

九州地域において詳細な評価の対象とす
る活断層のずれの向きと種類及び九州地

域で発生した歴史地震・被害地震の震央

九州地域において評価対象とする
活断層の分布( 27 断層）

東京新聞
4月17日
朝刊2面

2016年の熊本地震

のあと、川内原発、
玄海原発、伊方原
発が危険だという
議論があった。
記者に聞かれて、

私はもっと広範囲
の日本中の原発が
危険であるとの見
解を述べた。

気象庁資料
熊本県
から大分
県にかけ
ての地震
活動の
状況

(2016年4
月14日21
時00分～
10月11日
00時00分)
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図
の
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(2016年4月14日21時00分～10月11日00時00分)

2016年熊本地震の教訓

１．今回の熊本地震で科学的根拠のある前兆現象は、
事前に見出されていない。
２．地震調査研究推進本部は九州地域で27か所の活

断層を評価対象としていたが、その最初に熊本付近で
M７クラスの地震が起きるとは予測されなかった（むしろ
陸域の警固断層が危ないという考えがあった） 。

３．今回の熊本地震の教訓としては、比較的近くにある
川内原発や伊方原発周辺の活断層系の動きを引き続
き警戒することも必要であるが、わが国で次に起るM7
クラスの地殻内断層地震としては、今回の地震とは遥
かに離れた地域、例えば近畿地方の活断層周辺の動
きに注意しなければならない。

2.西日本の共役（共軛：きょうやく）断層

水平方向の同じ圧縮
（または引っ張り）力
が働いたとき、互い
に断層面が直交し、
ずれの向きが逆向き
になる断層の組のこ
と。郷村断層と山田
断層の走行は約
90°ずれており、主

圧力の方向と互いに
約45°ずれているの
は、その典型的な例。

「FO－B、FO－A及び熊川断層」

と「上林川断層」は東西主圧力の
もとでの共役断層と考えることが
できる。

共役断層

2016年4月の熊本地震のあと、日本で起こっ
た顕著地震は鳥取県中部地震（M6.6）

鳥取県のM≧6.6の地震

鳥取地震(M7.2,1943) 

鳥取県中部地震(M6.6,2016) 鳥取県西部地震(M7.3,2000) 

3つの地震は共役関係？

断層方向：N70 °E

断層方向：N20 °W

断層方向：N20 °W

最近100年間の鳥取県内の３つの
地震（M≧ 6.6)は共役関係にある。

• 1943年 9月10日 鳥取地震（M7.2） 断層方向N70 °E

• 2000年10月6日 鳥取県西部地震(M7.3) N20 °W

• 2016年10月21日 鳥取県中部地震(M6.6) N20 °W

（副断層N70 °E）

この3つの地震は、鳥取県に働く平均的な圧縮
応力場の向きをE25 °S－W25 °Nとした共役
関係にあると考えられる。
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山田断層と郷村断層
• わが国の典型的な共役断層としては、鳥

取県よりも東側の丹後半島にある山田断
層と郷村断層が知られている。

圧縮応力場の向き：
E25 °S－W25 °N方向

近畿地域では平均的に
東西方向の縮み変化

国土地理院:中部・近畿地方の地殻ひずみ（1883年～
1994年の111年間）によれば、中部地方の糸魚川－静岡

構造線付近以西では、全体的に北西－南東から東西方
向の縮みのひずみがよくみられるが、福井平野に1948年
の福井地震にともなう影響がみられる。

近畿地方では、紀伊半島を除いた地域においてほぼ
東西方向の縮みのひずみがみられる。なお、丹後半島
には1927年の北丹後地震に伴う影響がみられる。
（http://www.gsi.go.jp/cais/HIZUMI-hizumi4-100.html）

近畿地方では東西方向にほぼ１×１０－７/年の縮み変化、
早ければ1000年に1度、同じ場所で地震が発生。

中部西部・近畿の地殻変動

http://www.gsi.go.jp/
cais/HIZUMI-
hizumi4-100.html

阿寺断層帯・跡津川断層帯

北東-南西走向の

跡津川断層は右
横ずれ断層、北
西 - 南東走向の

阿寺断層は左横
ずれ断層で、これ
らは共役断層と
考えられている。
村田明広（徳島大学）

近
畿
・
中
部
地
方
の
断
層 藤田和夫編著

アジアの変動帯
（1984）より引用（再掲）

大飯原発の現状：補正書の概要（地震）

関電資料（2016）
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ＦＯ－Ｂ～ＦＯ－Ａ～熊川断層の
3連動の想定地震

・想定地震の断層面は、
既存のFO－B、FO－A及
び熊川断層の3つの活断
層をつなぐ位置に仮定。
・１～9は、想定地震動の

計算に用いられた破壊開
始点の位置。

・断層面はこの位置を通り
基本的に鉛直方向（断層
傾斜角90°）である。

・アスペリティの領域は薄
い緑色で示されているが、
この範囲が唯一解ではな
い。 このモデルから856ガルという3桁

の基準地震動を決めるのは無理

上林川断層の評価

断層面は不鮮明。県境付近（B地点）

の断層は後期更新世以降の活動を
示唆する断層ではないことを確認。

断層の北東端を福井県
との県境付近と評価

断層の南西端を
味方町付近と評価

「FO－B、FO－A、熊川断層」と
「上林川断層」は共役断層

国土地理院の過去111年の測量結果によれば、このあたりは東西

方向に主圧力の方向があり、年間１×１０－７の割合で縮み変化を
示している。FO－B、FO－A、熊川」断層と「上林川」断層は共役断
層として、同じウェイトで考えなければならないのではないか。

上林川断層と警固断層
福岡県西方沖地震（現在は、福岡県北西沖地震に

名称変更）は、福岡県北西沖の玄界灘で、2005年3月
20日午前10時53分に発生したM7.0、最大震度６弱の
地震である。余震域は陸域の警固断層帯（長さ55km）

の延長上の玄界灘にあり、北西－南東方向に長さ約
25kmの範囲に分布している。すなわち、既知の警固
断層の北西端から20km以上離れた海域でM7.0の地
震が起こった。

上林川断層の北東端から大飯原発までは20kmの

乖離があるので、上林川断層が活動しても大飯原発
は大丈夫と関電はいう。しかし、警固断層と福岡県西
方沖地震の関係を考えると、上林川断層が大飯原発
に影響しないとは言えない。

福岡県西方沖地震と警固断層
2005年の海域における

地震前に陸域で知られ
ていた警固断層の位置

2005年3月20日福岡県
西方沖地震（M7.0）の
本震と余震の震源分布

3. 西日本の津波
- とくに万寿津波について -

2014年8月に「日本海における大規模地震に関する
調査検討会」が公表した日本海側の津波高。

（日本海の断層運動に伴う津波高の予測）
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原発立地点の津波高（調査検討会,2014)
原発に関する地震動の議論には「入倉－三宅式」(2001）,
津波に関する議論には「武村式」(1998)が用いられてきた。

しかし、日本海における大規模地震に関する調査検討会
が公表した日本海側の津波高の予測(2014)では、なぜか
「入倉－三宅式」が使われている。

「武村式」
(1998)を用い
れば4倍程度

大きくなる可
能性がある

（島崎,2016）。

海底の断層運動に伴う津波だけでなく海
底斜面崩壊により津波が大きくなった例

気象庁ホームページ（http://www.jma-
net.go.jp/ishigaki/know/tmanual/pdf/m5.pdf）

●海底地すべりにより津波が大きくなったと考えられる
1998年パプアニューギニアの地震(M7.0)。

島根県益田地方を襲った万寿津波(1026)

都司・加藤（1995）は、現地調

査の結果、島根県益田地方の
複数の場所で、標高20mを超

える地点まで津波が到達した
可能性は否定できないとして
いる。左図のなかで、丸印で囲
ってあるのが20mを超える津

波の高さが到来したとされてい
る 「寺垣内」、「船ケ溢」、「松

崎」、「黒石」及び「貝崎」の各
地点であり、河口から10kmも
遡ることができる。

万寿津波の発掘調査
中田 高・他 (1995)は、万寿津波の存否を明らかにするために、

益田市で1950年にトレンチ発掘調査を実施した。その結果得られ
た地表下約2.3mまでの地質構造図を下図に示す。この図の標高
23.9cm付近に津波堆積物と書かれているが、その下に泥が砂に

突然覆われた場合に生じる火炎状構造（フレームストラクチャー）
が見られる。

火炎状構造を示す泥層
の最上部の腐食土層を
1950年に広島大学地理

学教室放射性炭素年代
測定室で年代測定したと
ころ、930 ± 80年という

結果が得られたという。
万寿3年（1026年）にこの

地が津波に襲われたこと
は、間違いないであろう。

津波堆積物の遡上は海岸から2km程度
トレンチ調査の結果から、はっきり万寿津波の地学的証

拠が発見されたのは、海岸付近の限られた場所だけであ
ったという。下図は益田平野の微地形と歴史記録をもとに
復元された当時の平野の地形に津波堆積物の遡上範囲

を重ねたものであるが
津波堆積物が発見さ
れた範囲は意外と狭く
、海岸線から2km程度

遡上したに過ぎないと
いうことである。海岸
線から2km以上内陸

部にある条里制地割
は、津波の影響を受け
たとは考えられない。

資料に基づく万寿津波の特徴のまとめ
（１） この津波の際の地震の被害は報告されていない。
（２） 海岸線（河口）から10kmほど遡った標高が20mを

超える地点にも津波が到来した痕跡がある。
（３） トレンチ掘削調査の摘果によれば、津波堆積物が

遡上した範囲は意外と小さく、海岸線から2km
程度の範囲である。

以上の3点を矛盾なく説明できる津波発生のメカニズム

を考えなければならないが、海底断層の動きに起因す
る通常の津波（例えば「日本海における大規模地震に
関する調査検討会が公表した資料（2014年8月）」では
説明がつかず、産総研の岡村行信（2013）が指摘した

海底の堆積性斜面崩壊による津波の可能性が考えら
れる。
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西日本の海底で堆積性斜面崩壊が
起こっている場所(岡村, 2013）

島根県沖で斜面崩壊が発生して
いる斜面(岡村, 2013）

水路部データによる海底地形図
海上保安庁水路部（1983）：海底地形図、番号6314、「西南日本」

益田から対馬海盆までの水深

（A）益田から
128km～160km
の距離範囲の
水深（海底地形）

(B) : 斜面崩壊
前後の海底面
の変化。

益田地域に
津波が集中
したフォーカ
シング効果

益田市から対馬海盆
に向かうN20°W方

向の赤線に沿って、
約200mより深い領

域で益田地方を焦点
とする凹レンズのよ
うな形をしていること
に注意。


